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わが国 は戦 後， 高 度経済 成長 期に 社 会基盤 の整 備拡 充 が行わ れて きた が ，本格
的な少 子高 齢化 ， 人口減 少時 代に 突 入し， 多く のラ イ フライ ン企 業も 人 口増に よ
る市場 規模 の拡 大 が期待 でき ない 成 熟期に ある 一方 で ，今後 設備 の老 朽 化が懸 念
され， 限ら れた 予 算の内 で効 率的 な 維 持管 理方 策が 求 められ てい る． こ れはラ イ
フライ ンを 構成 す る地中 構造 物に お いても 同様 であ る が，こ れに 焦点 を あてた 研
究は少 ない ．さ ら に通信 分野 では ， インタ ーネ ット を はじめ とし た通 信 需要の 変
化によ り， 埋設 管 内に既 設の メタ ル ケーブ ルに 光ケ ー ブルを 重畳 収容 す る必要 が
あるた め， 収容 管 路の容 量不 足が 懸 念され てい る．  
本研究 は， 通信 土 木設備 を例 とし て 地中設 備の 効率 的 な維持 管理 に資 す ること
を目的 とし た基 礎 的な研 究で あり ， 地中構 造物 の劣 化 特性の 把握 とコ ス トの観 点
から最 適な 点検 補 修時期 を決 定す る 手法を 提案 した ． また， 光通 信方 式 への移 行
期にお ける 埋設 管 路の設 備需 給に 関 する評 価手 法に つ いても 提案 を行 っ た．  
本研究 は 8 章で 構 成され ，大 きく ４ つの部 分に 分か れ る．ま ず， 第 1 章 から 3
章まで の部 分は 序 論であ り， 本研 究 の背景 と位 置づ け および 通信 土木 設 備の概 要
につい て説 明し た ．つぎ に第 4 章で 地中コ ンク リー ト 構造物 の劣 化進 行 の特徴 に
ついて 分析 し ，第 5 章では 既往 の劣 化 予測式 に確 率モ デ ルをあ ては め ，コ ストの
観点か ら最 適な 点 検時期 を導 く手 法 を導い た． さら に ，第６ 章と 第７ 章 では， メ
タル通 信か ら光 通 信方式 への 新旧 サ ービス 移行 期に お ける管 路設 備の 過 不足と 設
備拡充 シナ リオ を 評価す る手 法を 述 べた．最後 の部 分 である 第 8 章 は本 研究の ま
とめで ある ．以 下 各章の 内容 につ い て概説 する ．  
第 1 章で は，本研 究の背 景と 目的 を 述べた ．我が 国の 社会基 盤は ，戦後 復興期
と高度 成長 期に 整 備拡充 され たが ，建設か ら 30~40 年以上を 経過 し，そ れらの 社
会基盤 の老 朽化 が 懸念さ れて いる 一 方で， 新サ ービ ス が重畳 し， 設備 容 量が不 足
する懸 念が ある ． 効率的 な維 持管 理 の方策 とし ては ア セット マネ ジメ ン トの考 え
方の導 入が 進ん で いるが ，地中 構造 物 に焦点 をあ てた も のは少 ない 点を 指 摘した ． 
第 2 章で は，通 信 土木設 備の 歴史 的 経緯，役割，構成 と諸元 ，課 題に つ いて述
べ， 4 章 以降 で検 討する 手法 等の 背 景や位 置づ けを 示 した． まず ，通 信 事業は 戦
後急増 する 電話 需 要に応 える ため ， 公社に よる 独占 事 業とし て 1985 年まで設 備
を大量 増設 して い たが， 民営 化以 降 の電話 需要 は減 少 に転じ ，イ ンタ ー ネット 等
の非電 話系 需要 へ シフト して きて い る．通 信土 木設 備 はケー ブル を収 容 する設 備
として 設備 セン タ を中心 に面 的か つ スター 網状 に展 開 してい るが ，約 半 数が建 設
から 30 年を 経過 し老朽 化が 心配 さ れてい るこ とを 示 した． また ，近 年 はほと ん
ど増設 され てい な いが， 既設 のメ タ ルケー ブル に光 ケ ーブル が重 畳布 設 されて お
り，容 量不 足の 懸 念があ るこ とを 指 摘した ．  
第 3 章で は，本 研 究が取 り上 げる 研 究領域 と各 章の 構 成につ いて 示し た ．本研
究の出 発点 はア セ ットマ ネジ メン ト の考え 方を ライ フ ライン へ適 用を 試 みよう と




てとら え， 経済 学 や工学 等の 知見 を 用いて 予算 的制 約 の中で 構造 物の 状 態を定 量
的評価 し， 費用 対 効果を 指標 とし て 最適な 対策 ，管 理 運営を 行う 体系 的 な実践 活
動とし てい る． ラ イフラ イン に関 与 する企 業者 はさ ら にキャ ッシ ュフ ロ ーに関 す
る均衡 と利 益の 最 大化に 対す る観 点 が必要 であ るが ，未 解明な 点が 多い こ とから ，
コスト の最 小化 を 中心に 地中 構造 物 の劣化 に関 する 点 検補修 時期 の最 適 化と設 備
の需給 評価 を研 究 対象と して 定め ， その上 で各 章の 構 成を示 した ． 4 章 と 5 章 は
地中コ ンク リー ト 構造物 の劣 化特 性 と点検 補修 コス ト の最適 化モ デル を テーマ と
し， 6 章 と 7 章は 管路の 需給 量と 増 設コス トの 最適 化 モデル をテ ーマ と して論 述
した．  
第 4 章で は，地 中 コンク リー ト構 造 物の表 面の 含水 状 態と中 性化，鉄筋 腐食へ
の影響 につ いて 通 信用マ ンホ ール お よびと う道 の実 測 データ と供 試体 実 験によ り
分析し ，一 般構 造 物との 相違 点を 明 らかに した ．ま ず ，既往 の研 究か ら ，鉄筋 の
かぶり 部分 は乾 湿 の影響 を受 けや す く，コ ンク リー ト の含水 状態 が中 性 化や鉄 筋
の腐食 の変 状に 影 響を与 える こと を 指摘し た． さら に ，コン クリ ート 構 造物の 表
面の含 水状 態が 表 面含水 率で 把握 で きるこ とを 示し た うえで ，と う道 と マンホ ー
ルの夏 季と 冬季 の 表面含 水率 を実 測 し，表 面含 水率 が 年間を とお して 一 定以上 の
コンク リー トは 中 性化し てい ない 半 面，一 定以 下の も のは中 性化 が進 む 可能性 を
示した ．  
次にマ ンホ ール と とう道 構造 物内 の 環境を 連続 的に 計 測調査 の結 果か ら ，湿度
は 1 年 1 サイ クル でゆっ くり 変化 し ており ，表 面含 水 率が一 定以 下の 構 造物の 中
性化速 度係 数が 地 上構造 物と 同等 以 上であ るこ とを 示 した．  
表面含 水率 が中 性 化の進 展に 影響 を 与える こと を確 認 するた め， 表面 含 水率を
変化さ せた 供試 体 で透気 性試 験を 行 い，表 面含 水率 が 一定以 下に なる と 透気係 数
が急激 に大 きく な り，中 性化 しや す いこと を確 認し た ．これ らの こと か ら，地 中
構造物 は湿 度の 変 化が緩 慢な ため 含 水状態 が一 定以 下 になる 期間 が長 く ，地上 構
造物と 同様 に中 性 化する こと を示 し た．  
つぎに 地中 構造 物 の鉄筋 腐食 につ い て分析 した ．鉄 筋 の腐食 開始 の閾 値 となる
中性化 残り や塩 化 物イオ ン含 有量 は ，一般構 造物 と差 が ないこ とを 確認 し た上で ，
鉄筋の 腐食 速度 は 中性化 およ び内 的 塩害に よる 複合 劣 化の既 往の 研究 と 比較し て
速いこ とを 示し ， その原 因が 地中 構 造物の 含水 状態 の 変化は 緩慢 であ り ，湿潤 状
態が長 いこ とに よ る可能 性を 指摘 し た．  
第 5 章は，点検 デ ータの 収集 や蓄 積 が困難 な地 中構 造 物は，点 検デ ータ の統計
処理に よる 予測 モ デルの 構築 がむ ず かしい こと から ， 既往の 劣化 予測 式 を用い た
確率モ デル を導 い た．す なわ ち劣 化 進行の 変動 が正 規 分布と なる と仮 定 した複 数
の確率 モデ ルを 構 築し， 点検 補修 コ ストの 期待 値を 求 めコス トの 最小 化 の観点 か
ら最適 な点 検補 修 時期を 決定 する 手 法を示 し， 実デ ー タを用 いた 適用 例 につい て




経過の べき 乗で 表 現でき る場 合を と りあげ ，初 期条 件 や環境 条件 によ り 劣化の 予
測量が 正規 分布 に 従い変 動す るこ と を考慮 した 複数 の 確率モ デル を定 式 化した ．
つぎに 実測 値を 用 いてパ ラメ ータ 推 定を行 い， AIC で 最適な モデ ルを 選 択する 方
法を示 した ．  
続いて 所与 の劣 化 量に対 する 点検 補 修費用 を設 定し て この確 率モ デル を 適用し ，
費用が 最小 とな る 点検時 期を 求め る 手法を 提案 した ． また新 たな 点検 デ ータを 取
得しベ イズ 更新 を 行った 場合 のモ デ ル式を 導き ，そ の 適用例 を示 した ． さらに 劣
化量の モデ ルを 所 与の劣 化量 に到 達 する時 期を 推定 す る確率 モデ ルに 変 換を行 う
ととも に， 劣化 量 がある 閾値 を境 に つぎの 劣化 機構 が 発生す る場 合の 劣 化予測 モ
デル式 を導 き， 中 性化と 塩化 物イ オ ンによ る複 合劣 化 が発生 する 場合 の 適用例 を
示した ．  
第 6 章は ，新 旧サ ービス が重 畳す る ことに よっ て設 備 需給に 与え る影 響 を定量
化し， シミ ュレ ー ション する 手法 を もっと もシ ンプ ル なスタ ー網 状の ネ ットワ ー
クをも つ通 信を 例 に示し た． 具体 的 には， メタ ルケ ー ブルに よる サー ビ スから 光
ケーブ ルに よる サ ービス へ移 行す る ことを 前提 とし ， 既設の メタ ルケ ー ブルに 光
ケーブ ルが オー バ レイす る場 合を 考 えた． 末端 の区 画 （固定 配線 区画 ） に設定 し
たユー ザ数 をも と に一定 の仮 定下 で 算出し た光 心線 数 の需要 数と 既設 の 光ケー ブ
ルの光 心線 数と を 比較し ，光 心線 の 不足量 を求 めた ． その上 で各 マン ホ ール区 間
の既設 の管 路の 空 きスペ ース と不 足 の光心 線数 を比 較 し，管 路が 不足 す るかど う
かの判 定を 行っ た ．これ を GIS 上 で固 定配線 区画 から 設 備セン タに 向け て 集計し ，
スター 網の エリ ア 単位で 必要 な整 備 工程量 を求 める シ ミュレ ーシ ョン の アルゴ リ
ズムを 提示 した ． つぎに この 手法 の 具体的 な適 用例 を 示し， 設備 の不 足 の程度 の
定量化 と視 覚的 な 把握が でき るこ と を示し た．  
第 7 章は，新旧 サ ービス の移 行に と もない 管路 容量 が 不足す る場 合に，容量を
確保す るた めの 整 備シナ リオ に対 し て，コ スト の観 点 から評 価す る方 法 を提示 し
た．す なわ ち第 6 章では 新旧 サー ビ ス移行 期に おい て 所与の 需要 数に 対 する各 マ
ンホー ル区 間ご と の不足 量を 求め る ことが でき るこ と を示し た． さら に ，過去 の
需要数 を回 帰し た 成長曲 線と 需要 の 変動に 関す る確 率 モデル を導 いた 上 で，第 5
章で得 られ た確 率 モデル の知 見を 活 用して ，所 与の 需 要に対 する 到達 時 期の確 率
モデル に変 換し た ．これを 用い て各 整 備シナ リオ に対 す るコス トの 期待 値 を求め ，
コスト を比 較す る 手法を 提示 した ．   
第 8 章は 結論 であ り，本研 究で 得ら れた知 見を まと め た．最後 にあ とが きとし
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